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特集
在宅ケアの質を高めるICT
多職種連携が推進されるなか、在宅現場にもICT（情報通信技術）活
用の波が来ています。しかし、訪問看護の現場では、まだまだ“手書き”
が中心で、情報共有は連絡ノートやFAXで……というところも。膨大な
書類作成や記録、請求事務などが、本来業務である「看護」を圧迫しか
ねない状況です。ICT化は業務効率化だけでなく、看護の「質向上」にも
寄与する可能性を秘めています。先駆けて「訪問看護のICT化」に取り
組んできたみなさんに、その構築から活用方法、課題まで学びます。

【総論】
在宅医療現場におけるICTの展望◉光城元博

【実践報告】
❶情報漏えいリスクの軽減に焦点を当てた
　ICTの開発◉加藤希
❷小規模訪問看護事業所支援のためのICT
　◉山木まさ
❸ICTによる看護診断情報の共有
　◉伊藤絹枝、奥田眞紀子
❹総合病院を巻き込んだ“MedIka”の活用
　◉香川直

【課題】
訪問看護ステーションがICT化に
取り組むうえでのポイント◉泊奈津美

INTERVEW ケアする人々
久野孝稔さん（湘南ロボケアセンター株式会社社長）
礒部啓子さん（同上訪問看護ステーション所長）
×岡田慎一郎さん（理学療法士、古武術介護）

この４月から、障害者総合支援法
（2次施行）、改正精神保健福

祉法（p.219）がスタート。そして増
税。小社でも特に販売部が対応に
追われ、小誌も価格表記や年間購
読料の変更などを念入りチェック。一
市民としても増税が嬉しいはずはな
く、でも社会保障に役立つなら…と
得心するには、「どう使われるのか」
は知っておきたいところ。そのなか
で、つくづく思い知ったのは、人口
減少社会において、この増税も“焼
け石に水”、とても超高齢化の波に
は追いつけないということ。そのうえ、
医療・介護への配分は多くはない模
様。なんだか暗い気分になってしま
いそうですが、人間万事が塞翁が
馬。巻頭対談で語られたように、危
機が新たな展開を生むことも。改め
て大震災に思いを馳せつつ、新たな
年度が始まります。…杉本

新年度を迎えるにあたり、消費税
の増税は最も大きな話題のひと

つでしょう。各種の値上げが続 と々報
じられるなか、日本サッカー協会も日
本代表戦のチケットを最大 300円値
上げすることを決定しました。これを
機に少しでもチケット抽選の倍率が
下がってくれれば、と個人的には願
うばかりですが、より日常生活に近い
ところの物価上昇については、とても
楽観視できません。増税で得た税収
を、国はどこにどう配分するのか。 
第 1特集では、それを明らかにする
とともに、在宅ケア現場の専門職が、
これからどこを向いていけばいいのか
について議論しました。本号が、社
会保障制度の今後について考える
きっかけとなれば幸いです。…多淵
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